
１．民間企業等

提案主体分類 主体数 （提案数） 提案主体名 提案数

民間企業 5 ( 10 )
新日鐵住金株式会社 棒線事業部 釜石製鉄所
日鉄住金物流釜石株式会社 1

（有）テンプル教育サポートサービス　（テンプ
ル大学ジャパンキャンパス） 1

㈱インターアジア 1

株式会社庄内パラディーゾ 1

株式会社　玉越 6

協同組合 1 ( 5 ) 北但西部森林組合 5

任意団体 2 ( 2 ) 鯉城うなぎ研究会 1

NPO法人の未来をつくる勉強会 1

その他の法人 1 ( 1 ) 職業訓練法人　東京都調理職業訓練協会 1

個人 1 ( 10 ) 個人 10

その他（複数の主体による共同提案等） 1 ( 1 )
上武大学ビジネス情報学部　森下研究室藤岡
市研究班　他 1
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２．地方公共団体等

提案主体分類 主体数 （提案数） 提案主体名 提案数

市町村単独 14 ( 18 ) 舟形町 1

大田市 1

安城市 1

総社市 1

草加市 1

豊中市教育委員会 1

岡崎市 1

豊田市 1

帯広市 3

飛騨市 2

枚方市 1

鎌倉市 2

大阪市 1

三次市 1

都道府県単独 9 ( 35 ) 岡山県 1

長野県 1

愛知県 3

兵庫県 14

熊本県 8

埼玉県 1

大分県 5

佐賀県 1

福島県 1



都道府県と市区町村の共同提案 3 ( 5 ) 宮崎県、日南市 2

愛媛県、今治市 1

愛媛県、内子町 2

その他（地方自治体と民間企業等と
の共同提案等）

2 ( 7 ) 大阪市、大阪市立大学 1

名古屋市、名古屋鉄道、三井不動産 6
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